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     ＜１＞会社概要 

本店所在地 長岡市大手通二丁目2番地14 

本社所在地 
新潟市中央区東堀前通七番町 
1071番地1 

機関 監査等委員会設置会社 

代表 
取締役 

会長：佐藤 勝弥   

社長：並木 富士雄  

資本金 300億円 

設立時期 2018年（平成30年）10月1日 

格付 JCR  A＋ 

 私たちは 

 信頼される金融グループとして 

 みなさまの期待に応えるサービスを提供し 

 地域社会の発展に貢献し続けます 

 変化に果敢に挑戦し 

 新たな価値を創造します 

・・・・・行動の規範 

    （プリンシプル） 

 ・・・・・使命（ミッション） 

・・・・ あるべき姿・方向性 

         （ビジョン） 

経営理念 

本店所在地 
新潟市中央区東堀前通七番町 
1071番地1 

創立 1873年（明治6年）11月2日 

取締役頭取 並木 富士雄  

総資産 5兆9,761億円 

従業員数 2,238人（出向者含む） 

格付 JCR  A＋  Ｍoody’s A2 

目指す姿 

金融・情報仲介機能の発揮による新たな価値の創造と、 
経営の効率化を進め、地域の発展に貢献し続けることで 
圧倒的に支持される金融・情報サービスグループ 

本店所在地 長岡市大手通二丁目2番地14 

創立 1878年（明治11年）12月20日 

取締役頭取 佐藤 勝弥 

総資産 2兆9,414億円 

従業員数 1,415人（出向者含む） 

格付 JCR  A＋ 

（2019年3月31日現在） 
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 ＜２＞2018年度業績 

   １．2018年度決算概要    

経常利益、連結当期純利益ともに業績予想を上回る。特別損益に経営統合に伴う負ののれん発生益472億円を計上 

業績予想

(2018/10公表)

経常利益 167 160 7

連結当期純利益 568 560 8

業績予想比実績

【主なポイント】 

【業績予想との比較】 （単位：億円） 

【概要】 

【負ののれん】 

 

 

〔業務粗利益〕前年比▲16億円 

 貸出金利息：＋8億円 

     （前年比10年ぶり増加） 

 有価証券利息配当金：▲40億円 

 資金調達費用：＋9億円 

 非金利収益：＋11億円 
 （国債等債券損益除く） 

 

〔経費〕前年比▲8億円 

 

〔信用コスト〕前年比＋45億円 

 不良債権処理額：＋29億円 

（うち引当基準厳格化：＋17億円） 

 貸倒引当金戻入益：▲10億円 

 償却債権取立益：▲2億円 

 

〔特別損益〕前年比▲56億円 

 店舗統合費用：▲64億円 

 

FG連結 

（単位：億円） 2行合算 

2018年9月末 

北越銀行連結純資産 

（時価ベース）1,069億円 負ののれん発生益 
472億円 

北越銀行株式取得価額 
597億円 

2行合算 前年比 前年比 前年比

業務粗利益 834 ▲ 16 546 ▲ 9 288 ▲ 7

資金利益 664 ▲ 40 425 ▲ 22 239 ▲ 17

役務取引等利益 142 8 111 10 30 ▲ 2

その他業務利益 27 16 9 3 18 12

（うち国債等債券損益） ▲ 6 12 ▲ 19 ▲ 0 13 13

経費 630 ▲ 8 413 ▲ 2 217 ▲ 5

コア業務純益 211 ▲ 20 153 ▲ 5 57 ▲ 14

業務純益 203 ▲ 11 133 ▲ 6 70 ▲ 5

臨時損益 31 ▲ 37 26 ▲ 20 4 ▲ 17

78 9 40 2 37 7

経常利益 235 ▲ 49 160 ▲ 26 75 ▲ 23

特別損益 ▲ 62 ▲ 56 ▲ 22 ▲ 22 ▲ 39 ▲ 34

当期純利益 143 ▲ 63 103 ▲ 31 40 ▲ 31

＜ネット信用コスト＞ 44 45 19 23 24 21

＜経営統合費用＞ 88 79 32 31 55 48

第四 北越2018年度

（うち株式等関係損益）
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資金利益 
▲40 

 2017年度 
（コア業務純益） 

（単位：億円） 

 ＜２＞2018年度業績 

   ２．コア業務純益の増減要因  

有価証券利息配当金の減少を貸出金利息および非金利収益の増強、経費の削減によりカバー 

 2018年度 
（コア業務純益） 

 2017年度 

2018年度 

2018年度 

 2017年度 

2行合算 

北越銀行 

第四銀行 

 231 

残高 
要因 
＋24 

利回 
要因 
▲15 

貸出金利息 
＋8 

有価証
券利息
配当金 
▲40 

資金 
調達 
費用 
▲９ 

役務取引
等利益 

＋8 

その他 
業務 
利益 
＋3 

経費 
＋8 

非金利収益 
+11 

有価証券利息配当金の減少を 
貸出金利息の増強（＋  8） 
非金利収益の増強（＋11） 
経費の削減   （＋  8） 
によりカバー 

 211 

 158 

残高 
要因 
＋11 

利回 
要因 
＋1 

貸出金利息 
＋12 

有価証
券利息
配当金 
▲30 

資金 
調達 
費用 
▲5 

役務取引 
等利益 
＋10 

その他 
業務 
利益 
＋4 

経費 
＋2  153 

残高 
要因 
＋12 

利回 
要因 
▲17 

貸出金利息 
▲4 

 72 

有価証
券利息
配当金 

▲9 

資金 
調達 
費用 
▲4 

役務取引 
等利益 

▲2 

その他 
業務 
利益 
▲0 

経費 
＋5  57 

※「その他業務利益」は国債等債券損益を除く計数 
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 2017年度 
（当期純利益） 

（単位：億円） 

 ＜２＞2018年度業績 

   ３．当期純利益の増減要因  

経営統合費用（88億円）を主因に、当期純利益は▲63億円の減益 

 2018年度 
（当期純利益） 

 2017年度 

2018年度 

2018年度 

 2017年度 

2行合算 

第四銀行 

北越銀行 

 134 

コア 
業務 
純益 
▲5 

信用 
コスト 
▲23 

有価証券 
関係損益 

+1 

店舗統合に伴う 
減損損失 
▲22 

税金 
+16  103 

 71 

コア 
業務 
純益 
▲14 

信用 
コスト 
▲21 

有価証券 
関係損益 

+20 

店舗統合に伴う 
減損損失 
▲42 

税金 
+26  40 

 206 

信用 
コスト 
▲45 

有価証券 
関係損益 

+21 

店舗統合に伴う 
減損損失 
▲64 

税金 
+42 

 143 

経費・特損を含む経営統合費用全体：88億円 

（店舗統合費用など一過性の費用が中心） 

コア 
業務 
純益 
▲20 
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【預金等（含む譲渡性預金）残高（末残）の推移】 

 ＜２＞2018年度業績 

   ４．預金の状況  

譲渡性預金を含めた預金残高（末残）は前年比757億円（＋1.0％）増加の７兆4,880億円となり順調に増加 

なお、年間を通じた平均残高では、前年比1,696億円（＋2.3％）の増加 

29,561 30,091 30,691 31,308 31,708 

10,530 10,899 11,584 12,382 12,482 2,845 2,587 2,617 2,722 2,656 2,014 2,055 2,247 1,988 1,887 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 

44,952 

48,401 
45,634 47,140 

48,735 

15,865 16,226 16,754 17,225 17,460 

5,266 5,492 5,714 6,219 6,368 1,072 1,168 1,158 1,188 1,272 1,057 1,071 1,115 1,087 1,043 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 

23,261 23,958 24,743 
26,145 

2行合算 

第四銀行 

北越銀行 

25,721 

45,426 46,317 47,446 48,534 49,169 

15,796 
16,391 17,299 18,601 18,851 

3,917 3,756 
3,776 

3,910 3,928 
3,072 3,127 

3,362 
3,076 2,931 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

60,000 

70,000 

80,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

個人 法人 その他（公金・その他） 譲渡性預金 

68,213 
69,593 

74,880 
71,884 74,123 

（億円） 
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2,206 
1,697 1,428 1,308 1,154 

2,193 

2,023 1,926 2,101 2,114 

4,852 
5,034 5,262 

5,199 
5,528 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

8,000 

10,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 

公共債 投信 保険 

8,617 8,755 
8,798 9,253 

8,609 

※保険：変額・定額・終身・養老・その他商品の合計残高 

 ＜２＞2018年度業績 

   ５．預かり資産の状況  

預かり資産残高（末残）は前年比188億円（＋2.2％）増加の8,798億円となり順調に増加 

預金等と預かり資産の合計残高（末残）は、8兆3,678億円 

【預かり資産残高（末残）の推移】 

2行合算 
第四銀行 

北越銀行 

1,906 1,490 1,269 1,181 1,048 

1,296 
1,126 1,052 1,216 1,220 

2,827 
2,956 3,076 3,123 3,430 

0 

2,000 

4,000 

6,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

5,573 
6,029 

5,520 5,398 

300 207 158 127 106 

897 897 873 884 893 

2,025 2,077 2,186 
2,076 2,098 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 3,224 3,182 3,218 3,088 3,098 

5,699 

預金等と預かり資産残高の合計 

8兆3,678億円 
（前年比＋945億円 ＋1.1％） （億円） 
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25,717 26,486 27,145 28,246 28,828 

10,000 10,771 11,316 11,950 12,668 
7,268 7,505 8,549 

9,246 9,417 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 

事業性 消費性 公金 

50,915 

7,985 8,237 7,930 8,414 8,333 

3,659 4,035 4,118 4,254 4,427 
3,081 2,877 3,411 

4,312 4,286 

0 

10,000 

20,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

17,047 16,981 15,459 15,150 14,726 

17,731 18,248 19,215 19,831 20,495 

6,340 6,736 7,197 7,696 8,240 4,187 4,628 5,137 4,933 5,131 

0 

10,000 

20,000 

30,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 32,461 

【総貸出金残高（末残）の推移】 

【総貸出金利回りの前年比増減推移（%）】 

 ＜２＞2018年度業績 

   ６．貸出金の状況①（全体）  

総貸出金残高（末残）は前年比1,471億円（＋2.9％）増加の５兆915億円となり順調に増加 

貸出金利回りは第四銀行で前年比反転。貸出金利息（2行合算および第四銀行）は10年ぶりに前年比増加 

2行合算 

第四銀行 

北越銀行 

【貸出金利息の推移（億円）】 

28,259 29,612 31,551 
33,867 

（億円） 

42,986 
44,762 47,011 49,443 

▲ 0.12 
▲ 0.10 

▲ 0.15 

▲ 0.05 
0.00 

▲ 0.10 
▲ 0.07 

▲ 0.11 

▲ 0.07 ▲ 0.11 
▲ 0.09 

▲ 0.09 

▲ 0.14 

▲ 0.07 
▲ 0.03 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

第四 北越 2行合算 

530 512 474 462 470 

0  

250  

500  

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 
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9,430 10,113 10,611 11,197 11,875 

569 658 
704 752 792 

0 

5,000 

10,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 

新潟県内 新潟県外 

11,316 
10,771 10,000 

11,950 12,668 

3,554 3,905 3,988 4,123 4,296 
105 130 130 130 131 

0 

5,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

4,118 4,035 3,659 
4,254 4,427 

7,898 8,237 8,706 9,080 9,467 

1,731 1,968 2,385 2,815 3,347 

0 

5,000 

10,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 11,092 10,206 9,630 11,895 12,814 

【中小企業向け貸出残高（末残）の推移】 

【消費性貸出残高（末残）の推移】 

 ＜２＞2018年度業績 

   ６．貸出金の状況②（中小企業向け貸出・消費性貸出）  

最重要戦術「ポートフォリオの変革」に取り組み、貸出残高（末残）は中小企業向け・個人向け（消費性）はともに前年比増加 

中小企業向け貸出は1兆9,201億円（前年比＋837億円）、消費性貸出は1兆2,668億円（前年比＋718億円） 

2行合算 

2行合算 

第四銀行 

北越銀行 

第四銀行 

北越銀行 

4,985 5,044 5,158 5,377 5,343 

714 1,040 898 1,090 1,042 

0 

5,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 6,057 6,084 5,700 6,468 6,386 

5,876 6,208 6,623 7,074 7,578 
464 527 574 621 661 

0 

5,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

7,197 6,736 
6,340 

7,696 8,240 

（億円） 

（億円） 

12,884 13,281 13,865 14,457 14,811 

2,446 3,008 
3,284 3,906 4,390 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

新潟県内 新潟県外 

17,150 16,290 15,330 
18,364 

19,201 
（億円） 
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【アパートローン（末残）】 

【貸出全体に占める“不動産業向け”貸出の割合】 

 
その他  
89.0％ 

 

 

 
 

 

「アパートローン」 
 5.4％ 

「アパートローン以外」 
 5.6％ 

【”不動産業向け”貸出の内訳】 

不動産業向け貸出の割合   
  11.0％ 

※相続による手続き中の案件を除く 【延滞状況（2019年3月末）】 

（2019/3末） 

延滞8先 

 

0.205％ 

■先数ベースでの延滞率 

 

（2019/3末） 

105百万円 

 

0.037％ 

■残高ベースでの延滞率 

 

 ＜２＞2018年度業績 

   ６．貸出金の状況③（不動産向け貸出）  

総貸出に占める不動産業向け貸出は11.0％と地銀平均（2018年9月末：15.1%）を下回る 

アパートローン残高は増加しているが、物件毎の収益力に着目した審査態勢の構築により延滞率は極めて低い 

2行合算 
2018年度実績（末残ベース） 

11.0％ 

2行合算 

2行合算 延滞率（1ヶ月以上） 
残高ベース：0.037％（105百万円） 

先数ベース：0.205％（8先） 

【信用リスク管理における主な取り組み】 

1,523 1,734 2,068 2,274 2,326 
152 

189 
247 

301 440 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 

新潟県内 新潟県外 

1,676 

2018年度実績 
前年比＋192億円（＋7.5％） 

1,923 
2,315 

2,767 
2,575 

■2016年4月より導入した「賃料予測システム」の活用 
◎物件毎の収益力に着目した審査レベルの更なる向上 

■アパートローン申込者に対する「各種リスク」の事前確認の徹底 
◎期待収益が得られない可能性等のリスクを十分に理解しているか事前に確認 

  ■家賃保証に依拠しない審査態勢 
◎「賃料予測システム」による蓋然性を担保した収支予想に基づく審査の実施 

■全貸出先に対する定例訪問・モニタリングの継続 
◎毎年、全先へ訪問し入居状態など現況の確認と分析を継続実施 
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79 76 79 86 85 

121 121 120 120 117 

13 13 14 15 14 

73.6 
69.2 

72.5 
75.1 

79.0 

60 

80 

100 

0 

100 

200 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

(％） 

（億円） 214 211 217 
222 217 

【経費・コア業務粗利益ＯＨＲの推移】 

経費全体では前年比８億円減少。人件費の減少は、「RPA」を活用した生産性向上などによる時間外手当の減少が主因 

2行合算 

北越銀行 

第四銀行 

 ＜２＞2018年度業績 

   ７．経費の状況  

250 234 241 251 255 

356 356 357 349 337 

33 35 43 38 37 

71.0 
69.1 

74.7 
73.3 

74.8 

60 

80 

100 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

(％） 
（億円） 

物件費 人件費 税金 コア業務粗利益ＯＨＲ 

642 
625 

641 638 630 

171 157 162 163 170 

234 235 236 228 219 

20 22 29 23 23 

69.7 69.1 

75.8 
72.3 72.9 

60 

80 

100 

0 

100 

200 

300 

400 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

(％） 
（億円） 427 414 426 416 413 
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20,312 
18,730 

17,877 

15,900 14,971 

4,413 

5,094 

4,553 

3,566 4,181 

1,560 
1,390 

1,666 

1,786 
1,471 

1,761 

1,958 
3,481 

4,650 
4,318 

0.99 1.09 1.16 1.13 
1.03 

0 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

(％） （億円） 

国内債券 外国証券 株式 

その他証券 利回り 

27,578 27,174 
28,048 

25,903 
24,942 

【有価証券残高（末残）の推移】 

国内債券の減少などから全体では961億円減少。外国証券は利鞘がとれるユーロ建債券を中心に残高が増加 

北越銀行 

第四銀行 

 ＜２＞2018年度業績 

   ８．有価証券の状況①（有価証券残高）  

2行合算 

13,249 12,375 
11,088 10,647 9,475 

3,039 
3,118 

3,192 
2,366 

1,879 

1,255 
1,116 

1,308 
1,392 

1,185 

1,075 
1,199 

2,039 3,179 

2,823 

1.03 1.05 1.16 1.15 1.05 
0 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

(％） （億円） 

17,628 17,811 18,620 

17,586 

15,363 

7,062 6,355 6,788 
5,253 5,495 

1,374 
1,975 1,361 

1,199 
2,301 

305 273 357 

394 

286 

685 758 1,441 

1,470 

1,495 

0.92 1.16 1.14 1.08 1.00  
0 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

0 

5,000 

10,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

(％） （億円） 
9,949 

9,363 9,428 

8,317 

9,578 
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444 
664 

357 245 287 

658 

461 

687 
781 510 

355 207 

11 

▲ 50 ▲ 69 

1,457 
1,333 

1,057 
977 

728 

▲ 100 

200 

500 

800 

1100 

1400 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 

国内債券 株式 

その他（外国証券、投信他） 評価損益（合計） 

【デュレーションの推移】 

【評価損益の推移】 

3.73 3.57 3.44 

3.79 4.01 
2.18 3.14 4.42 

4.70  
6.21  

0  

5  

10  

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（年） 

円建債券 外貨建債券 

 外国証券評価損益       

（▲55）   （▲48）   （119） 

評価損益の合計では＋728億円。米ドル建債券の圧縮により外国証券の評価損益は＋119億円に改善 

288 352 234 151 134 

542 378 540 604 
423 

209 
99 

▲ 14 ▲ 38 ▲ 47 

1,041 
829 760 718 511 

▲ 100 

500 

1100 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

第四銀行 

第四銀行 

北越銀行 

北越銀行 

 ＜２＞2018年度業績 

   ８．有価証券の状況②（評価損益・デュレーション）  

6.68 
7.89 9.13 7.83 

8.15 

3.46 
5.26 5.96 6.25 

8.19 

0  

5  

10  

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（年） 

155 
311 

123 94 152 
115 

83 

147 176 87 

146 
108 

26 

▲ 12 ▲ 22 

416 
503 

297 258 217 

▲ 100 

200 

500 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 

（億円） 

2行合算 

 外国証券評価損益   
（▲58） （▲55）  （23）  

 外国証券評価損益   
 （2）      （7）     （95）  
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【不良債権残高と不良債権比率の推移】 

 ＜２＞2018年度業績 

   ９．不良債権の状況  

不良債権額は前年比41億円（▲5.8％）減少の675億円。不良債権比率は前年比▲0.12%低下の1.28％ 

51 44 42 39 36 

468 484 430 344 333 

127 43 50 
48 37 

2.22 
1.88 

1.61 

1.29 
1.16 

0 

1 

2 

0 

500 

1,000 

1,500 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（%） （億円） 

48 46 50 42 45 

267 272 228 219 210 

16 17 15 21 13 

2.19 2.15 

1.84 

1.61 
1.51 

0 

1 

2 

0 

500 

1,000 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（%） 

294 332 336 
284 268 

北越銀行 

第四銀行 

523 
646 573 

432 407 

2行合算 

99 91 93 82 81 

735 757 
659 

564 543 

143 61 

65 

70 
50 

2.21 

1.97 

1.69 

1.40 

1.28 

0 

1 

2 

0 

500 

1,000 

1,500 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（%） 

破産更生等債権 危険債権 

要管理債権 不良債権比率 

717 

979 

910 

818 

675 

（億円） 

（億円） 
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【ネット信用コストの推移】 

▲ 23 

▲ 4 
2 3 5 1 

▲ 13 

8 

14 
7 12 11 

12 
2 2 

2 

0 

▲ 10 

▲ 11 

▲ 9 

▲ 7 

▲ 3 

▲ 50 

0 

50 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 

一般貸倒引当金繰入額 個別貸倒引当金繰入額 

貸出金償却 延滞債権売却損等 

償却債権取立益 ネット信用コスト(下線) 

 10      ▲21       1        ▲3      19 

（ネット信用コスト） 

ネット信用コストは、北越銀行において経営統合に際し引当基準を厳格化したことや、第四銀行で前年あった貸倒引当金戻入益や 
  償却債権取立益の減少を主因として前年比45億円増加 

 ＜２＞2018年度業績 

   １０．信用コスト（与信費用）の状況  

▲ 5 ▲ 1 
▲ 4 ▲ 3 

10 
2 4 

18 
10 

3 
11 

4 

8 

2 
1 

3 

▲3 
▲2 

▲5 ▲4 
▲5 

▲ 30 

0 

30 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 

3       11        6        2          24 

（ネット信用コスト） 

第四銀行 北越銀行 

前年計上した貸倒引当金戻入益（前年比▲10億円）や
償却債権取立益が（同▲４億円）の減少が主な要因 

経営統合に際して引当基準を厳格化したことが主な要因 
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※大口与信上位100社向け貸出の全体に占める割合（除く公金） 

49 44 
37 38 35 

6 
9 

13 6 5 

0 

20 

40 

60 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 
円債 外債 

＜円債・外債10BPV＞ 

両行ともに大口与信集中度は前年比低下。金利リスク量についても低い水準に抑制 

 ＜２＞2018年度業績 

   １１．大口与信集中度と金利リスク量  

第四銀行 

北越銀行 

23 20 19 

9 
13 

5 10 

2 

▲ 3 

2 

▲ 5 

5 

15 

25 

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（億円） 

【金利リスク量の推移】 【大口与信集中度の推移】 

第四銀行 

北越銀行 

24.71 24.82 
23.49 

24.93 24.47 

20  

25  

30  

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（集中度：％） 

27.8  
26.4  

25.4 
23.9  22.5  

20  

25  

30  

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

（集中度：％） 
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9.09 9.01 8.99 9.06 
8.87 8.55 8.48 8.45 8.58 8.47 

0  

5  

10  

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

【自己資本比率（国内基準）】 

当社連結での自己資本比率は9.54％と十分な水準を確保 

第四銀行 北越銀行 

 ＜２＞2018年度業績 

   １２．自己資本の状況  

（％） 

   ＦＧ連結自己資本比率：9.54%（2018年度） 

11.99 11.48 

10.79 
10.25 

9.63 

11.13 10.83 

10.16 
9.65 9.25 

0  

5  

10  

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 

連結 単体 

FG連結 

（％） 
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 ＜３＞「スタートアップ180」（2018年10月~2019年3月） 

   １．総括①（主な取り組み）   

「スタートアップ180」では、両行役職員が一丸となり、経営統合の成功に向けた土台を構築 

■両行ネットワークの拡充効果の還元 
◎両行の自行ATMにおける両行のカード利用手数料の 
  全利用時間無料化 (1月～) 

◎自行ATM無料化に伴い、コンビニATMでの手数料は有料化（4月～） 

◎両行間の振込手数料を本支店扱いの手数料体系に変更(1月～) 

■関連会社の相互活用 
◎北越銀行による第四証券の金融商品仲介業務の開始（10月~） 

◎だいし経営コンサルティングの創業･経営支援コンサルティングサービスを 

  北越銀行のお客さまへ提供開始（12月～） 

■両行共通のお取引先に対する営業体制の構築・定着 
◎共通お取引先へコンサルティング機能を提供する店舗を主管店として設定し 

  両行が一体となって効率的にサービスをご提供できる体制を構築（11月~） 

 

 

 
■「融和促進会議」の設置 
◎同会議による組織融和に向けた取り組みを促進（10月~6回開催） 

■人事交流の開始 
◎大・中規模の営業店管理職の人事交流を開始（4/1付異動～） 
  ⇒支店長5名×両行、副支店長1名×両行での人事交流を開始  

■研修等の共同開催 
◎休日・夜間セミナーの共同開催（計38回、参加者累計3,375名） 
  「スタートアップ180行員交流研修」の開催（支店長・若手行員計462名参加） 
◎両行の研修センターの相互開放を開始（10月～） 

■「商談会・ビジネスコンテスト等の共催 
◎高速道路SA･PAとの個別商談会（11月） 

◎「NIIGATAビジネスアイデアコンテスト」（11月）、「にいがた創業アワード」（1月） 

■統合記念キャンペーンの共同実施 
◎「冬の投資信託キャンペーン」（12月~2月） 

◎「春のわくわくスタートアップキャンペーン」（2月~5月） 

■各種セミナーの共同開催 
◎「資産運用セミナー」（10月～2月）、「医療介護セミナー」（11月） 

  「不動産活用・相続対策セミナー」（11月）、「事業承継フォーラム」（1月） 

   「経済産業省の補助金活用セミナー」（2月） 

■両行の商品・サービスの相互活用 
◎北越銀行「技術協力室」のコンサルティングを第四銀行のお客さまへ提供（12月~）等  

お客さまへの利便性向上に向けた取り組み 

組織融和に向けた取り組み 

■「パートナー店」（両行隣接店）の設置 
◎両行隣接店「59」グループによるパートナー店 

   制度を開始（11月～） 

■両行本部の一体運営の開始 
◎営業部門や市場部門など専門部署による 

   人事交流を開始（10月～）  

◎北越銀行のシステム・事務部門が第四銀行 

    本店建物内に移り、両行本部の一体運営 

    を開始（事務部門4月～、システム部門6月～） 

  

 
パートナー店 

隣接店同士による相互支援・ 
協力体制を強化 

 

パートナー店 
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 ＜３＞「スタートアップ180」（2018年10月~2019年3月）  

   ２． 総括②（シナジー効果）  

2018年度は店舗統合に伴う減損費用などマイナスシナジーが先行。ただし当初計画比ではシナジー全体でマイナス幅を20億円改善 

【委託費等の減少】 
キャッシュカード発行業務を北越銀行に集約、等 

【中小企業向け貸出】 
両行が有する不動産情報のマッチング推進 
オーナー等への両行協働でのコンサルティング推進 
共同セミナー等を通じた資金需要の掘り起こし、等 

【金融ソリューション（法人役務）業務】 
両行企画による「子育て･教育･人づくり応援私募債」

の取り扱い開始 
シンジケートローン等の共同組成、M＆Aの共同推進、等 

【資産運用アドバイス（預かり資産）業務】 
北越銀行による第四証券の証券仲介業務の拡大 
投資信託共同キャンペーンの展開、等 

【人件費の減少】 
新入行員・パートスタッフの採用抑制、等 

＋0.5 

＋4 

＋1 

＋5 

＋1 

 
 

ト
ッ
プ
ラ
イ
ン 

 
 

 
 

 

シ
ナ
ジ
ー 

コ
ス
ト 

 

シ
ナ
ジ
ー 

【経営統合に伴う引当の厳格化】 

【店舗減損費用】 
両行合併後での50店舗統合に伴う減損費用 

▲64 

▲17 

▲11 

 

マ
イ
ナ
ス 

 
 

 

シ
ナ
ジ
ー 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

＋12 
 

（当初計画比） 
＋8 

▲92 
 

（当初計画比） 
＋12 

（単位：億円） ＜シナジー内訳（2018年10月～2019年3月）＞ 

【システム･事務統合関連費用等】 
（両行間振込手数料の本支店化による手数料減含む） 

＜シナジー全体＞ 

＜ご参考＞ 

←

プ
ラ
ス
効
果 
マ
イ
ナ
ス
効
果→

 

0 
＋4 

（ｼﾅｼﾞｰ全体） 
▲100 

▲104 

＋12 

▲92 

（ｼﾅｼﾞｰ全体） 

▲80 

＋8億円増加 

＋12億円改善 

2018年度 
当初計画 

実績 

マイナス幅を 
当初計画比 
20億円改善 

（単位：億円） 

効
果 

2018年度 2025年度 

  シナジー 
(目標) 

単年度 
＋100億円 

ﾏｲﾅｽ 
ｼﾅｼﾞｰ 
先行 

                ＜シナジー合計＞ ▲80（当初計画比＋20） 
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経営指標（KPI） 
2017年度 
実績 

2018年度
実績 

収益性 連結当期純利益*1 (億円) 

成長性 

中小企業向け貸出平残*2 
                              (億円) 

消費性貸出平残  (億円) 

非金利収益額*3  (億円) 

効率性 

コア業務粗利益OHR (％) 

連結ROE         (%) 

(株主資本ベース*4) 

健全性 連結自己資本比率   (％) 

ポートフォリオの変革に 
向けた5指標（%） 

2017年度 
実績 

2018年度 
実績 

総貸出に占める 
中小企業貸出比率    

総貸出に占める 
消費性貸出比率      

消費性貸出に占める 
無担保ローン比率  

コア業務粗利益に占める 
預かり資産収益比率 

コア業務粗利益に占める 
金融ソリューション収益比率 

*1：親会社株主に帰属する当期純利益 
*2：部分直接償却前の年間平均残高 
*3：役務取引等利益及び国債等債券損益を除くその他業務利益の合計額 
*4：純資産額から「その他有価証券評価差額金」等を除いたものを分母とする 

※連結表記のないものは2行合算ベース 

 ＜３＞「スタートアップ180」（2018年10月~2019年3月）  

   ３． 総括③（経営指標「KPI」）  

中小企業向け貸出、消費性貸出、非金利収益額いずれも前年比で順調に増加 

24.6 

8.0 

9.4 

7.5 

24.4 

7.6 

6.7 

37.2 37.1 

＋0.1 

＋0.2 

＋1.8 

＋0.8 

8.0 

568 

18,606 

12,293 

176 

74.8 

15.5 
（17.8） 

9.5 

17,629  

11,612 

165 

73.4 

＋977 

＋681 

＋11 

＋1.4 
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 ＜３＞「スタートアップ180」（2018年10月~2019年3月）  

   ４． 総括④ （地域への貢献に関する評価指標）  

すべての指標において実績が目標を上回る 

地域への貢献に関する評価指標 
2018年度 

目標 実績 

地域への貢献度合いを 
測る最重要目標 

第四北越FGをメインバンクとして 
お取引いただいている企業数 

地域経済を牽引する 
担い手の維持・増加 

創業・第二創業に関与した件数 

事業承継を支援した先数 

企業の付加価値 
向上支援 

事業性評価に基づく融資先数・残高 

経営者保証に関するガイドラインの 
活用先数 

経営指標等が改善した取引先数 

本業支援件数 

経営改善計画の策定支援先数 

14,436先 13,950先 

1,136件 1,050件 

1,433先 1,400先 

2,355先 
4,528億円 

900先 
2,100億円 

3,836先 3,460先 

9,233先 8,750先 

3,729件 3,450件 

660件 520件 

＋486先 

目標比 

＋86件 

＋33先 

＋1,455先 
＋2,428億円 

＋376先 

＋483先 

＋279件 

＋140件 

※2行合算ベース 



23 

第一次中期経営計画 
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 ＜４＞第一次中期経営計画（2018年10月~2021年3月） 

   １．計画概要   

地域への貢献 

金融仲介機能及び 
情報仲介機能の向上 

経営の効率化 

経営統合の目的 

取り巻く環境を踏まえた重要経営課題の克服に向けて、３つの基本戦略に取り組む 

コンサルティング機能の強化 商品・サービスの拡充 新たな事業領域の拡大 
デジタライゼーションによる 
効率化・利便性向上 

経営統合・他行連携による
コスト削減 

業務・店舗・チャネルの 
三大構造改革 

人財力・組織力の強化 ガバナンスの高度化 リスクマネジメントの高度化 

基本戦略Ⅰ  金融仲介機能及び情報仲介機能の向上 ＜トップラインシナジーの発揮とポートフォリオの変革＞ 

地域経済の活性化 

収益力の強化 経営の効率化 

重要経営課題 

基本戦略Ⅱ 

基本戦略Ⅲ 

基本戦略と重要戦術 

 経営の効率化 ＜コストシナジーの発揮＞ 

 グループ管理態勢の高度化 ＜経営基盤の強化＞ 

取り巻く環境 

少子高齢化・人口減少に伴う 

預貸金の規模縮小 

異業種による銀行 

業務への参入増加 

他行競合の激化 

デジタル化の進展・ 

銀行固有業務の“中抜き” 

金融緩和政策の長期化 

新潟県内企業の 

海外進出増加 
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各計画期間の 
テーマ 

両行における 
経営計画の 
スケジュール 

FG中計の 
スケジュール シナジー効果 

発揮の度合い 

第二次 
中期経営計画 

（2021/4～2024/3） 

第一次 
中期経営計画 

（2018/10～2021/3） 
『スタートアップ180』 
（2018/10～2019/3） 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度以降 
▼ 

現在 
▼ 

経営統合効果の最大化に向けて、両行の合併及びシステム事務統合を2021年1月に実施する予定 

中期経営計画は両行が合併する2020年度までの「第一次中期経営計画」と、合併シナジー効果の最大化を図る「第二次中期 
  経営計画」の2段階で実行 

当社設立後の6ヶ月間を最重要期間と位置づけ、「スタートアップ180」としてシナジー施策を迅速かつ集中的に実施 

   （参考）第一次中期経営計画・第二次中期経営計画のスケジュール   

（1年延長） 
第19次長期経営計画  (2017/4~2020/3) 
～ひたすら地元のために、そして明日(みらい)へ～ 

中期経営計画  (2018/4~2021/3) 
ステップアップ New Stage ～変革と飛躍～ 

組織融和 

システム･事務統合 

店舗最適化 

2018年3月 
経営統合に関する 

最終契約 
▼ 

2018年10月 
当社設立 

▼ 

 地域商社「株式会社ブリッジにいがた」設立・同社による事業開始（2019年4月） 

 シナジー効果の早期発揮 
 両行の現経営計画の遂行と実現 
 合併シナジー効果を発揮するための土台構築 

 合併シナジー効果の最大化 

 人材紹介会社「第四北越キャリアブリッジ株式会社」設立（2019年5月） 

 システム・事務統合プロジェクトの推進、本部集中業務の集約  

 両行近隣店の「パートナー店」による相互支援、人事交流の促進等 

 両行合併後における50店舗の統合（2019年2月公表）に向けた対応 

 人事制度の統一 

 デジタル技術を活用した取り組み継続 

新事業領域 

2021年1月   

両行合併及びシステム統合 

＜第四北越銀行＞ 
 新・経営計画 
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（億円） 

28,071 28,905 

12,293 13,104 

9,666 9,218 

25,071 26,075 

0 

20,000 

40,000 

60,000 

2018年度 2019年度目標 

（億円） 

事業性貸出 消費性貸出 その他貸出 有価証券 

(＋834） 

(▲448) 

(+811) 

(＋1,004) 

(＋2,201) 77,302 75,101 

【運用資産平残計画】 ※部分直接償却前 

7,922 
10,769 

6,295 

7,872 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

2018年度 2019年度目標  

（百万円） 

預かり資産 金融ソリューション 

(+2,847） 

(＋1,577) 

(＋4,424) 18,641  

14,217 

【預かり資産・金融ソリューション収益】 

2行合算での当期純利益は、前年比27億円増益の171億円を予想 

経常利益 225 58

連結当期純利益※ 149 ▲ 419

前年比業績予想
（2019/5公表）

2019年度

2行合算 前年比 前年比

コア業務粗利益 886 591 25 294 19

資金利益 671 427 2 243 3

うち貸出金利息 496 323 23 172 1

うち有価証券利息配当金 232 148 ▲23 84 ▲3

215 164 22 51 16

(国債等債券損益） ▲5 ▲10 9 5 ▲8

経費 664 439 26 225 7

コア業務純益 222 152 ▲1 69 12

株式等関係損益 51 35 ▲5 16 ▲21

経常利益 236 162 2 73 ▲2

当期純利益 171 117 14 53 13

<ネット信用コスト> 18 15 ▲4 ３ ▲21

＜経営統合費用＞ 42 28 ▲4 14 ▲41

第四 北越

役務取引等利益およびその他業

務利益（除く国債等債券損益）

2行合算 

FG連結 

（億円） 

※親会社株主に帰属する当期純利益 

前年は 
「負ののれん発生益」 
472億円の計上あり 

 ＜４＞第一次中期経営計画（2018年10月~2021年3月） 

   ２． 2019年度業績予想  
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単年度 
▲28 

2020年度まではシステム事務統合費用等を主因にマイナスシナジーが先行 

2018年度では単年度でのマイナス幅を20億円改善。2025年までの累計で＋170億円を上回るシナジー効果の実現に向けて 
  両行一体での取り組みを加速させる 

←

プ
ラ
ス
効
果 

マ
イ
ナ
ス
効
果→

 

0 

2018年度 

（実績） 

2025年度 

（計画）  

＋12 

単年度 
▲80 

単年度 

＋100 

▲92 

2019年度 

（計画） 

当初計画比 
＋8億円 システム事務統合関連費用

を主因に全体ではマイナス 

 

 

 

両行合併までの2020年度までは単年度でマイナスを見込む 2021年度より単年度でプラスへ 

トップラインシナジー・コストシナジーの最大化、 

マイナスシナジーの最小化に取り組む 

当初計画比 
＋12億円改善 

  2018年度～ 

  2025年度までの累計 

計画 

＋170 

 ＜４＞第一次中期経営計画（2018年10月~2021年3月） 

   ３． 2019年度業績予想に織り込むシナジー効果  

＋14 
▲42 
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ポートフォリオの変革 
に向けた5指標 

 

※2行合算ベース 

 
 

指標 2019年度目標 2018年度実績 

総貸出に占める中小企業貸出比率 38.6% 37.2% 

総貸出に占める消費性貸出比率 25.6% 24.6% 

消費性貸出に占める無担保ローン比率 8.8% 8.0% 

コア業務粗利益に占める預かり資産収益比率 12.1% 9.4% 

コア業務粗利益に占める 
金融ソリューション収益比率 

8.9% 7.5% 

 ＜４＞第一次中期経営計画（2018年10月~2021年3月）   

   ４．2019年度目標①（KPI・ポートフォリオの変革に向けた5指標）  

経営指標目標 
 

※連結表記のない指標は 
2行合算ベース 

 
 

分類 経営指標 2019年度目標 2018年度実績 

収益性 連結当期純利益 149億円 568億円 

成長性 

中小企業向け貸出平残 19,772億円 18,606億円 

消費性貸出平残 13,104億円 12,293億円 

非金利収益額 215億円 176億円 

効率性 

コア業務粗利益ＯＨＲ 74.9％ 74.8％ 

連結ＲＯＥ 
（株主資本ベース  ） 

3.6% 
（3.9%） 

15.5％ 
（17.8％） 

健全性 連結自己資本比率 9.2% 9.5% 
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 ＜４＞第一次中期経営計画（2018年10月~2021年3月）    

   ５．2019年度目標②（地域への貢献に関する評価指標）  

地域への貢献に関する 
評価指標 

 

※2行合算ベース 

 
 

分類 指標 2019年度目標 2018年度実績 

地域への貢献度合いを 
測る最重要目標 

 

第四北越FGをメインバンクとして 
お取引いただいている企業数 

 

14,430先 14,237先 

地域経済を牽引する 
担い手の維持・増加 

 

創業・第二創業に関与した件数 
 

1,175件 1,136件 

事業承継を支援した先数 
 

1,470先 1,433先 

企業の付加価値 
向上支援 

 

事業性評価に基づく融資先数・残高 
 

3,350先 
7,400億円 

2,355先 
4,528億円 

経営者保証に関するガイドラインの 
活用先数 

 

4,100先 3,836先 

経営指標等が改善した取引先数 
 

9,229先 9,078先 

本業支援件数 
 

3,820件 3,729件 

経営改善計画の策定支援先数 
 

550先 660先 

※「第四北越FGをメインバンクとしてお取引いただいている企業数」 
  及び「経営指標等が改善した取引先数」は 2019年度より算出方法を一部見直し 
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 ＜４＞第一次中期経営計画 【基本戦略Ⅰ：金融仲介機能及び情報仲介機能の向上】   

   １．両行一体での「営業推進体制の変革」①＜営業体制・推進施策の一体化＞  

地域中核企業・成長企業に対する総合的なコンサルティング
を推進する「法人戦略チーム」を両行合同で組成する。 
 

法人戦略 
チーム集約 

法人戦略 
チーム集約 

法人戦略 
チーム集約 

両行営業担当者の配置
見直しを行い、順次40
名を法人戦略チームとし
て集約し、各拠点に再
配置する予定。 

お客さまの事業や資本関係等の状況を把握・理解し想定される 
課題をお客さまと共有し解決策を実行していく体制を構築する。 

総合的なコンサルティング機能の発揮 両行合同での法人戦略チームの組成 

営業店に配置する「コーポレートアドバイザー（CA）」がＲＭと連携 

ブロック 

第四  
本部 

北越  
本部 

ブロック 

法人戦略
チーム 

CA 

ブロック 

ブロック 

連携 

連携 

連携 

「ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ（RM）」を軸とした両行の連携強化 

法人戦略
チーム RM RM 

連携 連携 

合併を見据えた「営業変革」として、両行の営業体制・推進施策を一体化 

両行営業人員の配置見直しにより、法人戦略チームを新設するなど、総合的なコンサルティング機能をいっそう高めていく 

両行営業店の一体管理・ブロック別での情報共有 

両行の近隣店を実質的に１店舗とみなした、両行一体での推進・
管理面での連携体制を構築済（営業店評価も一体実施）。 
FGブロック会議を通じた両行の情報・ノウハウの共有を促進中。 

 

両行近隣店の一体管理 

ブロック別での情報・ノウハウ等の共有 

RM 主な役割 地域情報、ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ案件の一元管理、案件組成支援、等 

CA  主な役割 店内全ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ案件に関与しRMや法人戦略チームと連携 

CA 
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ランク① 20百万円以上 

ランク② 10～20百万円 

ランク③ 5～10百万円 

ランク④ 2～5百万円 

ランク⑤ 0～2百万円 

総合的なコンサルティングを実践できる人財育成を最重要課題として取り組む 

営業店担当者のスキルを可視化し、スキルのレベルに応じた本部専担者によるきめ細やかな人財育成支援を実施 

営業店販売担当者 

CM 
連携 

営業店に配置する 

「推進リーダー」 

コンサルティング能力を高めるための人財育成 

個人のライフサイクルに応じた、資産運用やローン等、総合的
なコンサルティングを実践できる人財の育成を最優先課題とし
て取り組み、本部専担者の役割をセールスから営業店人財の育
成にシフトする。 

＜従来の体制＞ 

第四：本部FP 

北越：本部MC 

  （ﾏﾈｰｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ） 

本
部
専
担
者
の

役
割
見
直
し 

本部トレーナー 

本部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ（CM） 

（営業店へ再配置） 

研修・セミナー･臨店指導 

※第四銀行は2019年4月より先行実施 

 北越銀行は2019年度下期より実施 

研修・セミナー･臨店指導 

CM1名が営業店担当者7名程度の育成を担当（6ヶ月サイクル） 

外部派遣・両行合同研修等 

営業店担当者の「スキルランク※」に応じた、きめ細やかな 
人財育成を行い、全体のスキルアップを図る。 

本部トレーナーが全体の研修・セミナー等を企画 

※「スキルランク」の概略 

営業店担当者のスキルランクとして5区分を設定 

ランク① ＦＰ1級程度の知識＋本部のＣＭに任命可能、等 

ランク② ＦＰ2級程度の知識＋営業店推進リーダーに任命可能、等 

ランク③ 単独での提案が可能、等 

ランク④ ＦＰ3級程度のレベル＋帯同による提案が可能、等 

ランク⑤ 初任者レベル 

【ランク別1人あたり年間期待収益】 

営業店販売担当者のスキルを可視化 

担当者のランクアップを支援する 

ラ
ン
ク
ア
ッ
プ
支
援 

 ＜４＞第一次中期経営計画 【基本戦略Ⅰ：金融仲介機能及び情報仲介機能の向上】    

   １．両行一体での「営業推進体制の変革」②＜人財育成＞  

本部専担者の役割見直し 
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11,331 12,253 13,259 

6,299 6,353 6,513 

37.1  37.2  38.6  

5 

15 

25 

35 

0 

10,000 

20,000 

2017年度 2018年度 2019 年度 

（%） （億円） 

第四 北越 比率 

（目標） 

事業性貸出金利回りは反転し、貸出金利息が10期ぶりに増加。営業人員再配置により新規先への推進などをさらに強化 

 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅰ：金融仲介機能及び情報仲介機能の向上】  

   ２．中小企業向け貸出（比率：2018年度37.2%→2019年度38.6%へ）    

【中小企業向け貸出残高（平残）・同貸出比率】 【事業性貸出金利息・約定利回り】 

2018年度に 

事業性貸出金 

利回りは反転 

247 256 273 

0.885  0.914  0.945  

0 

1 

0 

100 

200 

300 

2017年度 2018年度 2019 年度 

（%） 

利息 利回り 

※部分直接償却前 

（目標） 

 18,606 
 17,629 

 19,772 

※不計上利息考慮前 

＋0.029  
＋0.031 

■新規先への推進活動強化・県外拠点の営業人員増員 
◎両行共通与信先に対する効率的な推進体制構築によって、両行営業 
  人員の配置見直しを通じて、県内新規先へのコンサルティング機能を強化 
  するとともに、県外拠点での営業人員増強を進める。 

■両行間での商品・サービスの相互活用 
◎「地域産業振興ファンド」（第四:2017/6～）を北越銀行においても 
  提供を開始（2018/10～） 
 
◎「震災時元本免除特約付き融資」（第四：2018/5～）を北越 
  銀行の顧客へ紹介を開始（2018/10～） 
 

第四：累計 111億円実行 

2行：累計320億円実行 

2018年度実績（平残） 

前年比＋977億円 

（＋5.5％） 
 
 

2018年度実績 

（事業性貸出金利息） 

前年比＋9億円 
 
 

     ＜「 ポートフォリオ変革」による貸出金利改善効果 

（中小企業向け貸出比率） 

2017年度 2018年度 

【総貸出金利回り】  【事業性貸出金利回り】 

0.859%    0.864%  0.913%    0.929%  

37.2% 35.8% 

＋1.4pt 

2017年度 2018年度 

（消費性貸出比率） 

24.2% 23.4% 

＋0.8pt 

改善効果+1.7 bp 改善効果＋0.5bp 

改善前※ 2018年度実績 改善前 2018年度実績 

※前年のポートフォリオの構成比での試算 

2行合算 

（億円） 

2行合算 

第四銀行 

※2行合算ベース 



33 

184 184 197 

1.587  1.504  1.502  

0 

1 

0 

100 

200 

2017年度 2018年度 2019 年度 

（%） （億円） 

利息 利回り 

7,421 7,953 8,590 

4,191 4,340 
4,514 

24.4  24.6  25.6  

0 

10 

20 

0 

10,000 

2017年度 2018年度 2019 年度 

（%） （億円） 

第四 北越 比率 

【消費性貸出（平残）及び同貸出比率】 【うち、無担保ローン貸出（平残）】 

2018年度実績（平残） 

前年比＋681億円 

（＋5.9％） 
 
 

2018年度実績 

前年比＋54億円 

（＋5.8％） 

 

12,293 11,612 
13,104 ＋5.9％ 

＋6.6％ 

オムニチャネル化とデジタルマーケティングの推進により、マイカーローン等の無担保ローンを更に増強 

■オムニチャネル化の推進によるマイカーローン等の無担保ローン増強 
◎第四銀行が先行し、2018年11月より無担保ローン 
  全商品について非対面で手続きが完結するスキームの提供を開始。 
  「コンタクトセンター」をオムニチャネルの中心とした推進を強化。 

 
 

■完全非対面スキームによる 
  県外での推進を強化 
◎インターネット支店と外部保証会社を活 
  用し、県外においても積極的な推進を  
   展開していく方針。 

 

 
 

（目標） 

【消費性貸出金利息・利回り】 

517 561 
720 

415 425 

436 

0 

500 

1,000 

2017年度 2018年度 2019 年度 

（億円） 

第四 北越 

（目標） 

1,156 

986 932 

＋5.8％ 
＋17.2％ 

（目標） 

2018年度実績（利息） 

前年比＋0.6億円 

（＋0.4％） 

 

＜無担保ローン受付件数＞ 

 

コンタクトセンター 

情報連携 非対面手続き 

 

お客さま 営業店 
お取引先企業 

職域 

推進等 

（照会・相談～手続き全般を完結） 

＋491件 ＋5.7％ 

■デジタルマーケティングの推進 
◎第四銀行の営業部門にデジタルマーケ 
  ティング全般を担う組織を設置予定。 

 
 

2017年度 

（11～3月） 

2018年度 

（11～3月） 

8,517件 
9,008件 

2行合算 2行合算 2行合算 

第四銀行 

※2行合算ベース 

お客さま 

対面での 

各種相談 

 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅰ：金融仲介機能及び情報仲介機能の向上】 

   3．消費性貸出（比率：2018年度24.6%→2019年度25.6%へ）    
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【預かり資産収益】 

4,838 5,031 

2017年度 2018年度 

 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅰ：金融仲介機能及び情報仲介機能の向上】 

   ４．預かり資産収益（比率：2018年度9.4%→2019年度12.1%へ）    

安定的な資産形成の推進に向けた資産運用セミナーを積極的に開催。お客さま本位の業務運営を引き続き徹底 

■信託業務への本体参入に向けた取り組み 
◎資産承継ビジネスの強化に向けた信託業務の本体参入に向けた体制を構築中。 

 
 

4,506 5,800 
7,824 

2,148 
2,121 

2,780 
7.6  

9.4  

12.1  

0 

5 

10 

0 

10,000 

2017年度 2018年度 2019 年度 

（%） （百万円） 

第四 北越 比率 

■お客さま本位の業務運営の徹底 
◎お客さまの安定的な資産形成への貢献に向けて、「お客さま本位の業務運営」に関する    
  基本方針を徹底。 （第四銀行：2017年6月、北越銀行：2017年8月公表） 
◎今後も、お客さまの信頼に応えていくための取り組みを実践し、その取り組み状況を継続 
  して公表していく。 
（「投資信託の販売会社における比較可能な共通KPI」を両行とも2018年11月公表） 

 
 

（計画） 

2018年度実績 

前年比＋12億円 

（＋19.0％） 

 

10,604 

7,921 
6,654 

＋19.0％ 
＋33.8％ 

※投資信託、保険、仕組預金、公共債、証券仲介等 

■安定的な資産形成の推進に向けた資産運用セミナーの積極的な開催 
◎金融リテラシーの向上、安定的な資産形成の推進に向けて、2018年度に第四銀行 
 は276回、北越銀行では104回のお客さま向け資産運用セミナーを開催。 

 

 
 

■北越銀行による第四証券との証券仲介業務の 
   取り扱いを全店に拡大 
◎2018年10月より北越銀行16ケ店にて第四証券の証券 
  仲介業務を開始し、2019年4月以降、全店へ拡大し、 
  銀･証連携での取り組みを更に加速。 

 

 
 

2019年10月に「第四北越証券」へ商号を変更 

＜証券仲介件数＞ 

 

143,714先 137,458先 24,310先 21,922先 

430億円 420億円 

※上記計数はいずれも2行合算 

＜両行の運用商品を保有するお客さま数＞ ＜積立投資信託のご契約先数＞ 

＜確定拠出年金の資産残高＞ 

■新たな事業領域の拡大 
◎2019年5月より、事業者向け火災保険の取り扱いを新たに開始。 

 
 

＜確定拠出年金の加入者数＞ 

35,329人 33,684人 

2行合算 

2行合算 

※2行合算ベース 
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4,507 4,822 5,722 

1,283 1,474 

2,150 

6.7  7.5  8.9  

5 

15 

25 

35 

0 

5,000 

2017年度 2018年度 2019 年度 

（%） 
（百万円） 

第四 北越 比率 

（目標） 

＋25.0％ 
＋8.7％ 

【うち、事業承継・M＆A収益】 

290 
507 

1,000 

0 

500 

1,000 

2017年度 2018年度 2019年度 

（百万円） 

2018年度実績 

前年比＋5億円 

（＋8.7％） 
 
 

2018年度実績 

前年比＋217百万円 

（＋74.8％） 
 
 

234 

263 

2017年度 2018年度 

＜M＆A支援先数＞ 

両行本部専担者
を拠点に集約 

両行が持つ情報を有機的に結びつけ、専門性を一層高めたコンサルティング機能を提供していく 

 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅰ:金融仲介機能及び情報仲介機能の向上】  

   ５．金融ソリューション収益（比率：2018年度7.5%→2019年度8.9%へ）   

【金融ソリューション収益（全体）】 

A社 B社 

コンサルティング機能の提供 

第四 
情報 

北越 
情報 

 

■両行による事業承継サポートプログラムの提供 
◎第四銀行の同プログラム（2018/3～）を北越銀行でも提供開始 

 
 

■両行本部専担者を集約した協働推進体制の構築 
◎両行が持つ情報を有機的に結びつける活動を強化 

5,790 
6,295 

7,872 

159億円 

※2018年11月～2019年3月迄の実績 

【受託件数】 【受託金額】 

■両行共同企画による「子育て・教育
・人づくり応援私募債」は取り扱い開始
から5ヶ月間で累計159億円を受託 

＋74.8％ 

＋97.2％ 

（目標） 

178件 

2行合算 

2行合算 

※シ・ローン手数料、私募債手数料、事業承継・M&A手数料、為替・金利デリバティブ収益、ビジネスマッチング収益等 

※2行合算ベース 
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15,232  

4,435  

954  

5,400  

14,699  
4,061  

960  

4,507  

国内債券 外国証券 株式 その他証券 

 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅰ：金融仲介機能及び情報仲介機能の向上】 

   ６．有価証券運用   

金利リスク量に十分留意しながら、流動性が高い有価証券への分散投資を継続 

【有価証券ポートフォリオ（簿価ベース）】 
【有価証券運用の基本方針】 

【有価証券利息配当金】 

24,229 

億円 

ＦＧが将来にわたり地域に貢献していくため 
安定した期間収益の確保により、自己資本の 
充実を図り、ＦＧの財務体質の強化を図る。 

 
流動性・透明性の高い資産を投資対象とし、景

気、市場サイクルを捉えた機動的なアセットア
ロケーションを実施する。 

 
両行の運用ノウハウ共有により、合理化・ 

効率化を進めながら総合利回りの向上を図る。 
 

26,022 
億円 

（＋1,792） 

92  

68  

56  

42  

国内債券 外国証券 株式 その他証券 

※括弧内は前年度末比増減額 

【2019年度 投資方針】 

世界景気の先行き不透明感が強まるなか、 
ポートフォリオの分散効果を活用しながら、 
流動性・透明性の高い資産への投資を行う 
ことで、安定的な収益を確保し、ポートフォ 
リオの良化にも努めていく。 

 

73  

58  

50  

50  

259億円 232億円 
（▲27） 

2018/3末 

＜計画＞  
2019/3末 

※括弧内は前年度末比増減額 

2018/3末 

＜計画＞  
2019/3末 

（＋893） 

（▲6） 

（＋373） 

（＋532） 

（＋7） 

（▲6） 

（▲18） 

（▲9） 

外貨建債券は 
ユーロ建債券へ
の投資を継続 

2行合算 

2行合算 
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  総資産 預 金 貸出金 

三菱UFJFG 311.1兆円 180.1兆円 107.4兆円 

三井住友FG 203.6兆円 122.3兆円 77.9兆円 

みずほFG 200.7兆円 124.3兆円 78.4兆円 

TSUBASA ※4 65.7兆円 54.1兆円 41.8兆円 

りそなHD ※1 59.1兆円 51.1兆円 36.1兆円 

三井住友トラストHD ※2 57.0兆円 31.9兆円 29.0兆円 

TSUBASA ※3 55.0兆円 45.1兆円 34.5兆円 

ふくおかFG 20.8兆円 14.0兆円 12.9兆円 

コンコルディアFG 18.9兆円 15.9兆円 12.6兆円 

めぶきFG 17.3兆円 14.3兆円 11.1兆円 

 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅰ：金融仲介機能及び情報仲介機能の向上】 

   ７．TSUBASAアライアンス①（概要）   

地銀最大のアライアンスを進化させ、さらなるシナジーを追求 

＜2019年３月期決算（連結ベース） 他行比較・総資産順＞ 

※1 2018年4月より、関西みらいFG（関西アーバン銀行、みなと銀行）を連結対象とした 

※2 2018年10月より、日本トラスティ・サービス信託銀行ほか2社を連結対象外とした 

※3 2018年4月より北越銀行が加盟、10月より第四北越FGとして算入 

※4 2019年3月より武蔵野銀行、5月より滋賀銀行が加盟 

 合計総資産はメガバンクにつづく 

New 

本店所在地 

店舗所在地 
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 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅰ：金融仲介機能及び情報仲介機能の向上】 

   ７．TSUBASAアライアンス②（これまでの連携分野）   

●基幹系システム共同化 新システム移行 
（2016.1 千葉／2017.1 第四／2017.5 中国） 

 

●T&Iイノベーションセンター設立 
（2016.7 第四・千葉・中国・伊予・東邦・北洋・日本IBM）       

●事務部門共同化合意 
（2018.2 第四・千葉） 

●千葉銀行との相続関連業務提携 
（2016.10 第四・中国／2017.6 東邦） 

●アセットマネジメント業務提携 
（2017.6 東邦／2017.8 北洋／2018.1 第四） 

●TSUBASA Smile導入 
（2018.11 第四／2019.4 千葉／2019.5 中国） 

●TSUBASA FinTech共通基盤稼働 
（2018.4） 

●通帳アプリ導入（2019.2 千葉・ 
 北洋／2019.4 第四／2019.5 中国） 

 

参加行拡大 

2016.3 伊予・東邦・北洋 

参加行拡大 

2018.4 北越 

参加行拡大 

2019.3 武蔵野 

2019.5 滋賀 

TSUBASAアライアンス発足 

2015.10 第四・千葉・中国 

New 

New 

New 

＜アライアンス プラットフォーム構想＞ 

 

 
 

New 

商品 

事務 

コンプラ リスク 

システム 監査 

企画 営業 

商品 

事務 

コンプラ リスク 

システム 監査 

企画 営業 

参
加
行 

参
加
行 

商品 

事務 

コンプラ 

リスク 

システム 監査 

共有する機能・間接 
部門の集約、ノウハウ 
・人材の共有による 
生産性向上 

 

 
 

（
集
約
） 

アライアンス規模を拡大しながら、施策効果を積み上げ 

さらなるコスト削減・サービス水準向上へ 

間接部門 
合理化 

新規ビジネス 
創出 

異業種連携 
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 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅰ：金融仲介機能及び情報仲介機能の向上】 

   ７．TSUBASAアライアンス③（ＳＤＧｓ宣言）   

    ＴＳＵＢＡＳＡ ＳＤＧｓ宣言 

 

  TSUBASAアライアンスは、国連において採択されたSDGs 

 （持続可能な開発目標）を踏まえ、アライアンスの目的の 

  ひとつである地域の持続的な成長を実現するため、 

  次にかかげる地域の共通課題に対する各行の相互認識のもと、 

  アライアンスにより結集した知見を活用しながら、それぞれ 

  の地域の社会・環境課題に取り組んでいくことを宣言します。 

 

１ 地域経済・社会 

   地域経済とコミュニティの活性化に貢献する 

２ 高齢化 

   高齢者の安心・安全な生活を支える 

３ 金融サービス 

   より良い生活をおくるための金融サービスを提供する 

４ ダイバーシティ 

   ダイバーシティ・働き方改革を推進する 

５ 環境保全 

   持続可能な環境の保全に貢献する 

 

New 
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「お客さま第一主義」のもと、「業務改革」「店舗改革」「チャネル改革」を3つの柱とする「三大構造改革」を積極的に推進 

先行して取り組む第四銀行では、2018年度にコア業務（営業・企画部門）へ64名を再配置済 

 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅱ：経営の効率化】 

   １．「三大構造改革」への取り組み①（業務改革・店舗改革・チャネル改革）        

三大構造改革 （第四銀行）2018年度実績 

後方事務レス 

検証レス 

現金管理レス 

ペーパーレス 

印鑑レス 

「
５
レ
ス
」
の
実
現 

営業店業務事務人員の半減 
（2020年度末 約▲260名） 

営業店融資事務人員の削減 
（2020年度末 約▲150名） 

業務ルール標準化 

システム再構築 

事務集中化の拡大 

決裁権限見直し 

タブレット端末活用 

融
資
業
務
の
革
新 

営業店を“コンサルティングスペース”へ変革 

業務改革 

店舗改革 

チャネル改革 

2017年度末 2018年度末 2017年度末 2018年度末 

519名 
438名 294名 

368名 

【営業店 業務事務人員】 【営業店 融資事務人員】 

「デジタライゼーション」への取り組み 

「お客さま第一主義」の実践 

非対面チャネルによるお客さまの利便性を向上 

2017年度末比 
▲81名 

 
 

2017年度末比 
▲74名 

 
 

コア業務（営業・企画）へ 

64名を再配置 
 
 （定年退職や事務集中部門等への再配置実施後） 

合計155名を捻出 

 
 
 

＜2020年度末までの計画（第四銀行）＞ 

2017年度末比 
業務・融資事務人員   

約▲410名捻出 
 
 

※事務人員削減数は第四中計での計画 

※事務人員は嘱託・パート含まず 

コア業務への再配置   

200名 
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TSUBASAアライアンスとも連携したデジタライゼーションの活用により構造改革をさらに推進   

 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅱ：経営の効率化】 

   １．「三大構造改革」への取り組み②（デジタライゼーションの活用）    

【TSUBASA連携】 

■「第四銀行 通帳アプリ」の提供開始（2019年4月~） 
◎TSUBASA FinTech共通基盤を活用した新アプリの提供を開始 
◎利便性向上とともに印紙税や通帳発行費用の削減も見込む 

 
 

【TSUBASA連携】 

■「TSUBASA Smile」の導入（2018年11月~） 
◎日本ユニシスの「Smile Branch」をベースに、第四銀行・千葉銀行・中国 
   銀行が新たな店頭用システムとして共同開発。専用端末を利用することで 
  印鑑レス・ペーパーレスでの手続きが可能。 
◎第四銀行では、2018年11月より個人ローンの申込受付から開始し、普通 
  預金口座開設等、順次、手続き可能な機能を拡張中。 

 
 

店舗改革 

チャネル改革 

■「リモート相談窓口」の設置 
（2018年11月~） 
◎本部の専門オペレーターがビデオチャット 
   を通して各種相談を実施し、どの店舗 
  でも均一なサービスを提供。 
◎14店舗での試行結果を踏まえ、順次、 
   導入店舗を拡大予定。 

 
 

店舗改革 

（従来はオペレーション中心） （今後はコンサルティング機能を提供） 

＜営業店を“コンサルティングスペース”へ改革＞ 

【TSUBASA連携】 

■個人ローンWEB完結スキームの導入 
（2018年11月~） 
◎第四銀行と中国銀行の共同開発による 
   個人ローン新審査システムにより、非対面 
  でお手続きが完結するサービスの提供を開始。 

 
 

チャネル改革 

■RPA※の積極的活用（2017年11月~） 
◎本部業務の効率化に向けて、2017年11月より、RPAの導入を開始。 
◎2019年度上期までに、ロボットは564台、 
   事務時間削減効果は年間21,390時間にのぼる予定。 

 
 

業務改革（本部） 

業務改革（営業店） 

業務改革（営業店） ※ロボティック・プロセス・オートメーション 
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＜隣接店舗＞ 2021年4月以降に50店舗（第四20・北越30）を統合 

店舗空きスペース 

支店A 支店B 

「支店B」を隣接している「支店A」の店舗に移転 

※複数の営業店の所在地を同一にして、一つの建物に並存させる方式 

支店A 

支店B 

空スペースは売却を基本とするが、 
地域のニーズに応じた活用方法も検討 

統合後 

平成の市町村合併前の旧市町村単位で、両行のいずれか一方の店舗のみが立地する 
地域の店舗(地域単独店舗)は、両行合併後も当面維持する方針 

建物の耐用年数や面積、立地、マーケット・店舗特性などを
踏まえながら、隣接している店舗を店舗内 
店舗方式※で統合 
(下記イメージ図参照) 

(店舗ネットワーク） 

隣接店舗 

地域単独店舗 

第四銀行・北越銀行の店舗 

店舗内店舗方式 

＜地域単独店舗＞ 両行合併後も当面維持する方針 

人員の再配置 
営業人員の増強 

 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅱ：経営の効率化】 

   ２．店舗統合    

店舗については、お客さまの利便性低下を最小限とすることを基本方針とし、立地・マーケット・店舗特性などを踏まえたうえで、 
  両行合併後、2021年4月から約3年間で50店舗を統合（2019年2月8日公表） 

※2019年5月31日現在 

 50店舗のうち、33店舗  

 （66%）に対して61件  

    のお問い合わせあり。 

店舗統合に伴う店舗減損費用（２行計64億円）を2018年度決算に計上済 
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 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅱ：経営の効率化】 

   ３．システム・事務統合プロジェクト    

2021年1月の両行合併と同時に両行のシステム・事務を統合予定。両行一丸となった「システム・事務統合プロジェクト」を推進。 
  現在、計画通りに進捗中 

【システム・事務プロジェクトの推進体制】 

【スケジュール】 

合併対応 
商品・サービスや 

本部業務手順等を決定 

システム 

対応 

事務統合 

対応 

お客さま 

対応 

2019年度 2020年度 

上期 下期 上期 下期 

総合運転試験 
（全店テスト） 

基幹系・ 
サブシステム開発 

事務規程策定 
事前研修開始 

店名・店番号変更対応 

商品・サービス変更対応 

合併にかかる事務対応準備 
本部業務統合 

データ結合 
試験 

総合試験 

パートナー店による研修 
集合研修等 

2021/1（予定） 

両行合併及び 
システム統合 

▼ 

合
併 

シ
ス
テ
ム
・
事
務
統
合 

（現在） 

  第四北越フィナンシャルグループ 

事務局（合併推進部） 

取締役会 

合併推進委員会 

FG各本部 第四銀行 各本部 

合併推進部が、PMO（Project 
Management Office）として、 
全体の平仄をとった進捗管理を行い、
本プロジェクトを推進する。 

北越銀行 各本部 

第四銀行 

取締役会/ 
常務会 

北越銀行 

取締役会/ 
常務会 

経営会議 
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企業経営に関する監査・監督機能の充実や経営活動のいっそうの透明性向上に努める 

 ＜４＞第一次中期経営計画【基本戦略Ⅲ：グループ管理態勢の高度化】 

   １．コーポレートガバナンスの強化   

【コーポレートガバナンス体制図】 

■指名・報酬委員会の設置 
  （2019年2月22日） 
◎取締役会の諮問機関として、任意の「指 
   名・報酬委員会」を設置。同委員会は、 
   取締役の選解任や報酬に関する重要な 
   事項の検討にあたり、社外取締役の適 
   切な関与や助言を得る機会を確保し、 
   公平性・透明性・客観性を強化すること 
   で、コーポレートガバナンスの高度化を図 
   る。 

 
 

＜構成委員＞ 委員6名 
（代表取締役2名、 
   社外取締役（監査等委員）4名） 

＜委員長＞  代表取締役 

【サイバーセキュリティへの取り組み】 

■「マネーローンダリング及びテロ資金供与対策に関する 
  基本方針」の策定（2019年3月） 
◎本基本方針に基づき、マネーローンダリング等の防止に向けて、 
   当社グループ一体となった組織的な対策を実践。 
    

 

■「新潟県金融機関サイバーセキュリティ情報連絡会」への主体的関与 
◎第四銀行システム部が事務局となり、新潟県内に本店を有する29金融機関など 
  が参加。今後も、新潟県内の金融機関と連携し、サイバーセキュリティ強化を図る 
   とともに、お客さまの安心・安全なサービスの提供に努める方針。 
    

 

【マネーローンダリング等防止への取り組み】 
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資本政策 



46 

                 1株あたり60円 

*2：第四銀行は2017年10月1日付で普通株式を10株につき１株の割合で株式併合を実施し、北越銀行は2016年10月1日付で普通株式を10株につき1株の
割合で株式併合を実施。1株当たり配当金に関しても当該株式併合による影響を考慮し、当該株式併合前の1株当たり配当金については10倍した額を記載。 

(参考) これまでの株主還元の実績*2 

1株当たり 

配当額(年額) 
配当性向 株主還元率 

2015年度 90円 21.6% 40.2% 

2016年度 90円 26.9% 40.0% 

2017年度 90円 22.6% 35.9% 

1株当たり 

配当額(年額) 
配当性向 株主還元率 

2015年度 60円 19.7% 29.5% 

2016年度 60円 21.4% 21.5% 

2017年度 60円 20.1% 20.1% 

第四銀行 北越銀行 

•銀行業の公共性に鑑み、将来にわたって株主各位に報い
ていくために、収益基盤の強化に向けた内部留保の充実
を考慮しつつ、安定的な株主還元を継続することを基本
方針といたします。 

•具体的には、配当金と自己株式取得合計の株主還元率
40%を目処といたします。 

•当期純利益の増強を基本として、ROE向上に取り組んで
いく方針であり、中長期的に5％以上を目指していく。 

株主還元方針 

2019年3月期  

【参考】 
2019年3月期  
  中間配当金 

 

                  第四銀行 45円 

                     北越銀行 30円 

 ＜５＞資本政策 

    １．株主還元   

2019年3月期 期末配当金 

35.0% 

＜配当性向＞ 

 

42.0% 

＜株主還元率*1 ＞ 

 

*1：両行の連結当期純利益の合算値を分母として算出。 

    2019年2月~3月にかけて自己株式取得を実施済（取得価額999,689,000円） 
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＜ご参考＞ 

最近の主な取り組み 
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【女性管理・監督職比率）】 

人財力・組織力の向上に向けて、引き続き、「働き方改革」や「女性活躍推進」への取り組みを進める 

北越銀行 

 ＜６＞最近の主な取り組み 

   １．女性活躍推進・働き方改革    

26.1% 25.2% 

   2019年3月末実績 

   22.8% 

 

18.2% 17.3% 

第四銀行 

2018/3末 2019/3末 2018/3末 2019/3末 

【目標（両行合算）】 
2021年3月末 

25%以上 

【女性活躍推進に向けた取り組み】 

■「プラチナくるみん」および「えるぼし認定段階3（最上位） 
   をダブル取得（2018年7月 第四銀行） 
◎第四銀行では、2018年7月、厚生労働大臣より「女性活躍推進法」へ 
   の取り組みが優良な企業として、「プラチナくるみん」および「えるぼし認定 
   段階3（最上位）」をダブルで取得。 
◎今後も両行が連携した女性活躍推進に向けた取り組みをさらに推進。 
    

 
 

【働き方改革】 

＜新潟県内企業初＞ 

■女性行員による国内企業視察研修 
 （2018年10月 北越銀行） 
◎北越銀行では、2018年10月、女性経営者との 
   交流を通じて、企業経営や組織運営のやりがい 
   などを学ぶことにより、女性行員の活躍を支援す 
   ることを目的として、女性行員17名による国内 
   企業視察研修（福井県鯖江市）を開催。 
◎能力開発等に向けたプログラムを今後も継続。 
    

 
 

■「健康優良法人2019（ホワイト500）」に認定 
 （2019年２月 第四銀行） 
◎従業員が安心して働き、能力を最大限発揮できる 
   環境づくりを目指し従業員の健康保持・増進のため 
   の取り組みを強化。 
    

 
 

▲「健康優良法人2019 

（ホワイト500）」認定証 

▲研修の様子 

2行合算 

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=2ahUKEwjg8P7DwIncAhWBybwKHWbKBGYQjRx6BAgBEAU&url=http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000123991.html&psig=AOvVaw2-MNV6VFp1JecD4dzMlP9c&ust=1530933137496686
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新潟県経済と県外・海外市場との架け橋として 
「ブリッジにいがた」が将来に渡り成長していく姿を 
シンプルなアーチのエレメントと奥行きを持たせた 
伸びやかな造形により象徴化しました 

  
 
 
 
 

コーポレートマーク 
商号 株式会社 ブリッジにいがた 

代表者 代表取締役社長 今村 博 

本店所在地 
新潟市中央区東堀前通七番町1071番地1 

（第四銀行本店内） 

情報発信拠点 東京都中央区日本橋室町1丁目6番5号 だいし東京ビル1階 

事業内容 
・県内産品の県外、海外向け販路拡大支援 
・観光振興支援   
・IoT等を活用した生産性向上支援 

資本金 
（株主構成・出資割合） 

7,000万円（当社 14.3% 株式会社 エヌ・シー・エス 71.4% 
                 RPAホールディングス 株式会社 14.3%） 

2019年4月1日に地域商社「ブリッジにいがた」を設立し、同社による事業が開始 

新潟県の特色･･･自然や地場産業といった豊かな地域資源や、日本海側随一の交通結節点 

雪・スキー 米 日本酒 

打刃物 佐渡金山 ニット カトラリー 

花火 
新幹線路線図 定期航空路 

豊富な地域資源 日本海側随一の交通結節点 

 ＜６＞最近の主な取り組み 

   ２．地域商社“ブリッジにいがた”①    



50 

消費者 

企業 

観光振興 

 生産性向上 

販路開拓 

海外 

• 金融・ITサービス基盤構築による受入環境整備支援や観光振興戦略の事業性評価、外部企業等の活用を通じた地域 
観光資源の訴求力向上を支援します。 

• 県内中小企業等の生産性向上を図るため、外部連携先とともに業務プロセス改革(BPR)に関するコンサルティングやEDI 
サービス、RPA導入支援等を行います。 

• ブリッジにいがた＠日本橋を起点に、富裕層・ミレニアル世代、またインバウンドを含めた海外客を中心とした消費者層への 
販売機会を提供します。 

• 大手企業のニーズ把握により、ニーズに応じた県内企業を紹介し販路拡大支援を図るほか新たな商品開発や事業領域へ
の展開も支援します。 

• 第四北越FGと野村グループの持つ世界30以上の国・地域のビジネス拠点・顧客基盤を活用し、海外販路開拓を支援し 
ます。 

A 

B 

C 

販路開拓事業   、観光振興事業   、生産性向上事業   を優先的に取り組み、地域開発支援へ活動領域を拡大 A B C 

■各分野に強みを持つ大手企業等と 

  連携して、効果的なマーケティング   

   や販路開拓を実施。 

 

■新たな付加価値やビジネスモデルの 

   創出を図り、県内経済の好循環の 

   ドライバーとして貢献していく。 

 

 

 ＜６＞最近の主な取り組み 

   ２．地域商社“ブリッジにいがた”②    
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 ＜６＞最近の主な取り組み 

   ３．人材紹介会社“第四北越キャリアブリッジ”   

2019年5月24日に人材紹介会社「第四北越キャリアブリッジ 株式会社」を設立し、10月の事業開始に向けた体制を構築中 

同社を「人材総合コンサルティング会社」と位置づけ、地域企業の「人材」に関するさまざまなニーズに対してワンストップで対応 

商号 第四北越キャリアブリッジ 株式会社 

代表者 代表取締役社長 馬場 佳子 

本店所在地 新潟市中央区東大通1丁目2番25号  

事業内容 人材紹介業務 企業の人材に関するコンサルティング 等 

資本金 3,000万円（当社 100%） 

経営理念 

  当社は 

 信頼される第四北越フィナンシャルグループの一員として 

 人材の紹介や人材の育成を通じて地域社会の発展に貢献し続けます 
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【お問い合わせ先】 

第四北越フィナンシャルグループ 

経営企画部 

ＴＥＬ ０２５－２２４－７１１１ 

E-mail  g113001@daishi-bank.jp 

本資料には、将来の業績に関する記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、 

リスクや不確実性を内包するものです。将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性がある 

ことにご留意ください。 


